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借　　　入　　　先 借　　　入　　　額

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 2,078百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,915百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,377百万円

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 715百万円

主要な借入先の状況（2026年２月28日現在）

(1) 発行可能株式総数 56,320,000株

(2) 発行済株式の総数 24,347,800株 （自己株式906,591株を含む）

(3) 株主数 8,741名

株　　　主　　　名 所 有 株 式 数 持　株　比　率

野 坂 英 吾 7,828,100株 33.39%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,712,000 11.56

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 1,252,700 5.34

株 式 会 社 ス リ ー ス タ ー マ ネ ジ メ ン ト 1,200,000 5.11

野 坂 淳 765,800 3.26

長 南 雅 春 730,400 3.11

野 村 證 券 株 式 会 社 628,099 2.67

B N Y M  A S  A G T ／ C L T S  N O N  T R E A T Y  J A S D E C 578,728 2.46

B N Y M  A S  A G T ／ C L T S  T R E A T Y  J A S D E C 431,314 1.83

ト レ ジ ャ ー ・ フ ァ ク ト リ ー 従 業 員 持 株 会 355,700 1.51

株式の状況（2026年２月28日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を906,591株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

当社は、2023年５月24日開催の第28回定時株主総会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬制度を導入いたし

ました。これを受け、2025年６月11日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬として自己株式の処分

を決議し、2025年７月８日付で取締役（社外取締役を除く。）３名に対し自己株式5,200株の処分を行っ

ております。
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新株予約権等の状況
(1) 当事業年度末日における当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 鈴　木　信　夫

当事業年度に開催された取締役会16回のうち15回（出席率93.75％）に出席いた
しました。異業種の会社経営に携わる見地から意見を述べるなど、取締役会にお
ける意思決定の透明性、健全性、遵法性を確保し、コンプライアンス（法令遵
守）強化のための助言・提言を行っております。また、指名・報酬委員会の委員
として適宜助言・提言を行っております。

取締役 宮　本　久美子

当事業年度に開催された取締役会16回のすべてに出席いたしました。弁護士とし
ての専門的見地から、取締役会における適正性の確保、リスク管理及びコンプラ
イアンス強化のための助言・提言を行っております。また、指名・報酬委員会の
委員として適宜助言・提言を行っております。

監査役 長　尾　昌　彦

当事業年度に開催された取締役会16回及び監査役会16回のすべてに出席いたしま
した。金融業界での豊富な経験や、財務及び会計に関する知見に基づく幅広い見
識を、当社における監査に反映し、当社全体の適法性を確保するための助言・提
言を行っております。

監査役 石　川　博　康
当事業年度に開催された取締役会16回及び監査役会16回のすべてに出席いたしま
した。弁護士としての専門的見地から、取締役会における適正性の確保、リスク
管理及びコンプライアンス強化のための助言・提言を行っております。

監査役 中　村　優
当事業年度に開催された取締役会16回及び監査役会16回のすべてに出席いたしま
した。税理士・公認会計士としての専門的見地から、主に財務・経理・税務及び
内部統制等に関する助言・提言を行っております。

責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項及び当社定款規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。社外取締役及び社外監査役が、当社に対し損害

賠償責任を負う場合において、社外取締役及び社外監査役がその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失が

ないときは、金200万円又は法令が定める額のいずれか高い額を当該損害賠償責任の限度とするものとして

おります。

役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており

ます。当該保険契約では、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費用等が補填されるこ

ととなります。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び当社子会社の取締役及び監査役であり、保険料は

全額当社が負担しております。なお、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等

は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じておりま

す。

社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役鈴木信夫氏は、千代田第一工業株式会社の代表取締役社長を兼務しております。当社は同社との

間に取引関係等はありません。

・取締役宮本久美子氏は、和田倉門法律事務所のパートナー弁護士を兼務しております。当社は同事務所

との間に取引関係等はありません。

・監査役石川博康氏は、アーク法律事務所の代表弁護士を兼務しております。当社は同事務所との間に取

引関係等はありません。

・監査役中村優氏は、税理士公認会計士中村優事務所の代表を兼務しております。当社は同事務所との間

に取引関係等はありません。

②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役宮本久美子氏は、株式会社ビューティガレージの社外取締役（監査等委員）、株式会社ミサワの

社外取締役（監査等委員）、株式会社インタートレードの社外監査役及びピクスタ株式会社の社外取締

役（監査等委員）を兼務しております。当社はこれらの会社との間に取引関係等はありません。

・監査役石川博康氏は、ブルドックソース株式会社の社外取締役（監査等委員）を兼務しております。当

社は同社との間に取引関係等はありません。

③　当事業年度における主な活動状況
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(1) 名称 監査法人アヴァンティア

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 43百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 43百万円

会計監査人の状況

(2) 報酬等の額

（注）１．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根

拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額につ

いて同意の判断をいたしました。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度

に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査

人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出い

たします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められるときは、

監査役会による協議を経て、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会

が選定した監査役が、解任後最初の株主総会において解任の旨及びその理由を報告いたします。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人は、会社法第427条第１項及び当社定款規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。会計監査人が、当社に対し損害賠償責任を負う場合において、会計

監査人がその職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金200万円又は法令が定める額のいず

れか高い額を当該損害賠償責任の限度とするものとしております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

１．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保す

るための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　取締役会は、企業行動憲章を制定し、当社及び子会社にこれを周知徹底する。

②　取締役会は、コンプライアンスに係る規程を制定するとともに、内部統制委員会を設置し、コンプライ

アンスに関連する方針の立案及び上申を行わせ、もって役員及び使用人のコンプライアンス意識の維

持・向上を図る。

③　取締役会は、コンプライアンスに係る統括責任者として担当取締役を選任し、子会社を含めた全社的な

管理を行う。

④　監査役は、監査役監査基準等に基づき、取締役会に出席するほか、業務執行状況の調査等を通じて、取

締役の職務の執行を監査する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　株主総会議事録及び取締役会議事録等の法定文書のほか、重要な職務執行に係る文書及び情報につき、文

書管理規程及び情報管理規程等必要な規程を制定し、これらの規程等に従い情報を適切に保存及び管理する

ものとし、必要な関係者が閲覧できる体制とする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　事件、事故及び自然災害その他経営に重大な影響を及ぼすリスクに備えるため、内部統制委員会を設置

し、想定されるリスクの洗出しと予防策の策定、並びにリスクが発生した際の危機管理体制を整備する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会は、中期経営計画及び年次経営計画を策定し、各部門は当該計画の達成のために適切な運営活

動を実施する。

②　取締役会は、業務分掌規程及び職務権限規程、稟議規程等を制定し、これらの規程に基づき使用人に権

限を委譲し、決裁権限を明確にすることにより、職務の執行を円滑なものとする。

③　業務執行の管理・監督を行うため、定例取締役会を月１回開催するほか、必要に応じ臨時取締役会を開

催する。

④　定例取締役会において月次業績の分析・評価を行い、必要な措置を講ずる。
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(5) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　グループ会社管理規程その他関連規程に基づき、子会社から子会社の職務執行及び事業状況を報告させ

る。

②　当社及び子会社のコンプライアンス体制の構築を図り、当社及び子会社において、役職員に対するコン

プライアンス教育、研修を継続的に実施する。

③　当社及び子会社の業務執行は、各社における社内規程に従って実施し、社内規程については随時見直し

を行う。

④　子会社の規模に応じて当社又は子会社にリスク管理体制を整備し、連携して情報共有を行うものとす

る。

⑤　当社内部監査室は、当社及び子会社の業務全般に関する監査を実施し、検証及び助言等を行う。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役が求めた場合、監査役の職務を補助する使用人を配置するとともに、配置に当たっての具体的な内

容（組織、人数、その他）については、監査役と相談し、その意見を十分考慮して検討する。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関

する事項

　監査役の職務を補助すべき使用人の独立性を確保するため、監査役から監査業務に必要な命令を受けた使

用人は、その命令に関して、取締役、部長等の指揮命令を受けない。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制及び当該報告をし

た者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

①　取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて当社及び子会社の業務執行状況及び内部監査の実施状況を

報告する。

②　取締役は、当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見した場合は、直ち

に監査役に報告する。

③　監査役へ報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行う

ことを禁止し、その旨を社内規程に明記する。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の執行について、当社に対し、費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該請求に

係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は

債務を処理する。
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(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は、監査役監査基準等に基づき、取締役会及びその他重要な会議に出席するとともに、議事録、

稟議書等業務に関する重要な文書を閲覧、必要に応じて取締役又は使用人にその説明を求めることがで

きる。

②　代表取締役は、監査役との間で適宜会合を持つ。

③　監査役は、会計監査人と適宜会合を持ち、会計監査内容についての説明を受け、情報交換など連携を図

る。

④　監査役は、内部監査室と緊密な連携を保ち、定期的に情報交換を行う。

(11) 財務報告の信頼性を確保する体制

　財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制に関する基本方針書を制定し、適切な財務情

報を作成するために必要な体制・制度の整備・運用を組織的に推進するとともに、統制活動の有効性につい

て継続的に評価し、必要に応じて統制活動の見直しを図る。

(12) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

①　市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会生活の発展を妨げる反社会的勢力と関係を持つ

ことは、会社の事業継続に重大な影響を及ぼすものであるという考えの下、反社会的勢力に対しては毅

然とした態度で臨み、一切関わりを持たないことを企業行動憲章において宣言する。

②　反社会的勢力の経営活動への関与や当該勢力が及ぼす被害を未然に防止するため、反社会的勢力排除規

程を制定し、反社会的勢力排除のための社内体制の整備を推進する。具体的には、不当要求防止責任者

の設置及び講習の受講、反社会的勢力の排除を目的とする外部専門機関との連携、反社会的勢力に係る

情報の収集及び報告体制の構築、事前審査の強化及び役職員向けの研修の実施等の取り組みを推進す

る。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、取締役会で定めた「内部統制システムの整備に関する基本方針」を取締役会において定期的に見直

すことにより、継続的な業務の適正の確保に努めております。

　内部統制委員会の定期的な開催を通じて、内部統制システムの運用状況のモニタリング及び見出された問題

に対する是正措置等を実施し、その結果を取締役会へ報告することにより、内部統制システムを適切に運用し

ております。

　また、常勤監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するとともに、代表取締役、会計監査人及び内部監

査室と定期的に会合を持つことにより、業務執行の状況を日常的に監視しております。
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(2025年３月１日から
2026年２月28日まで)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合　　計

当 期 首 残 高 906 865 9,209 △585 10,396

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △867 △867

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

3,171 3,171

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分 6 3 9

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － 6 2,304 3 2,313

当 期 末 残 高 906 872 11,513 △582 12,710

その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産合計為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 19 19 86 10,502

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △867

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

3,171

自 己 株 式 の 取 得 －

自 己 株 式 の 処 分 9

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

3 3 80 83

当 期 変 動 額 合 計 3 3 80 2,397

当 期 末 残 高 23 23 166 12,900

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　７社

連結子会社の名称

株式会社カインドオル

Treasure Factory（Thailand）Co.,Ltd.

株式会社GKファクトリー

株式会社ピックアップジャパン

株式会社トレファクテクノロジーズ

台灣寶物工廠股份有限公司

Treasure Factory USA Inc.

　　（連結範囲の変更）

Treasure Factory USA Inc.は新たに設立したため当連結会計年度より連結の範囲に含めており

ます。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社と連結決算日は一致しておりますが、Treasure Factory（Thailand）Co.,Ltd.、台灣寶物工廠

股份有限公司及びTreasure Factory USA Inc.は決算日が11月30日であります。連結計算書類の作成に当た

ってはTreasure Factory（Thailand）Co.,Ltd.、台灣寶物工廠股份有限公司及びTreasure Factory USA 

Inc.の11月30日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

(3) 会計方針に関する事項

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のないもの…………………移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品（個別バーコード管理商品）…個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（上記以外の商品）……………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）

貯蔵品…………………………………最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
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③　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………………定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除

く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法。また、レンタル資産については定額

法。なお主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～34年

構築物 ３～20年

工具、器具及び備品 ２～15年

レンタル資産 ２年

無形固定資産…………………………定額法

のれんについては、その支出の効果の及ぶ期間（10年）に基づ

く定額法を採用し、ソフトウエア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっ

ております。

④　繰延資産の処理方法

株式交付費……………………………支出時に全額費用処理しております。

⑤　引当金の計上基準

貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………………従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連

結会計年度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金………………………役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結

会計年度の負担額を計上しております。

株主優待引当金………………………株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年

度において発生すると見込まれる額を計上しております。

⑥　収益及び費用の計上基準

　当社グループはリユース事業を営んでおり、店舗における顧客への商品引き渡し時点において顧客が

支配を獲得し履行義務が充足されると判断しており、当該引き渡し時点で収益を認識しております。

　なお、当社グループは会員顧客向けのポイントプログラムを運営しており、付与したポイントは履行

義務として識別し、使用実績率を考慮して算定した独立販売価格を算定して取引価格を配分すること

で、契約負債の金額を算定しております。契約負債は、ポイントの利用時及び失効時に取り崩しを行

い、収益を認識しております。

　また、当社グループが行う返品権付きの販売については、予想される返品部分に関しては変動対価に

関する定めに従って、販売時に収益を認識せず、返品等が見込まれる対価を返金負債として計上し、返

金負債の決済時に顧客から商品を回収する権利を返品資産として認識することとしております。
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⑦　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物等為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は為替換算調整勘定及び非支配株

主持分に含めて計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）、「包括利益の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 2022年10月28日）及び、「税効果会計に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日）を当連結会計年度の期首から適用しています。これ

による、連結計算書類への影響はありません。

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」等の適用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46

号 2024年３月22日）を当連結会計年度の期首から適用しております。

　なお、当連結会計年度においては、当該実務対応報告第７項の定めを適用しているため、グローバル・ミ

ニマム課税制度に係る法人税等を計上しておりません。

３．表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。
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４．会計上の見積りに関する注記

　当社グループが行った、連結計算書類作成における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、次のと

おりであります。

(1) 固定資産の減損

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産・無形固定資産・投資その他の資産の合計：8,652百万円

うちリユース事業に関する店舗資産の合計：4,385百万円

②　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　当社グループは、主要な事業としてリユース事業を営んでおり、減損の兆候を判定するに当たっては、

原則として店舗資産単位を資産グループとしてグルーピングしており、連結会計年度の末日に店舗ごとに

減損の兆候の有無を検討しております。減損の兆候が認められる店舗については、資産グループから得ら

れる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を

判定し、減損損失の認識が必要とされた場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として

計上しております。

　当連結会計年度において、当社グループの直営店289店舗のうち、一部の店舗で減損の兆候が認められ

ております。それはドミナント戦略を行っている地域以外では、未だ店舗数が少なく知名度が高くないこ

とから、店舗の収益性が低い傾向にあり、そのような店舗を中心に営業損益が継続的にマイナスになった

ことなどによるものです。

　減損損失の認識の要否の判定において使用される割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会

にて承認された翌期の事業計画を基礎として、個別店舗の売上成長率、売上総利益率及び販売費及び一般

管理費の予測を主要な仮定として織り込んで作成しておりますが、当該仮定は将来の不確実な経済条件の

変動などによって影響を受ける可能性があり、実際の営業実績が見積りと異なった場合には、減損損失の

計上に伴い、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

(2) 棚卸資産の評価

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品：9,091百万円

②　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　当社は、商品の評価について、正味売却価額が取得原価を下回る場合には、取得原価を正味売却価額ま

で減額しております。加えて、滞留による収益性の低下の事実を反映するために、仕入年度から一定の期

間を超える商品を滞留在庫として帳簿価額を切り下げております。

　滞留による収益性の低下の判断においては、直近の販売実績や今後の需要予測に照らした販売可能性、

及び滞留在庫の判定に用いた一定の期間を主要な仮定としていますが、当該仮定は将来の不確実な経済条

件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際の販売実績が見積りと異なった場合、帳簿価額の

切り下げに伴い、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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  　有形固定資産の減価償却累計額 4,087百万円

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 421百万円

・１株当たり配当金額 18.0円

・基準日 2025年２月28日

・効力発生日 2025年５月29日

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 445百万円

・１株当たり配当金額 19.0円

・基準日 2025年８月31日

・効力発生日 2025年11月１日

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 492百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当金額 21.0円

・基準日 2026年２月28日

・効力発生日 2026年５月28日

５．連結貸借対照表に関する注記

６．連結損益計算書に関する注記

　該当事項はありません。

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数…………普通株式24,347,800株

(2) 自己株式の種類及び総数……………普通株式　 906,591株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　配当金支払額等

③　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
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連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（1）敷金及び保証金 3,060 2,596 △464

　　 資産計 3,060 2,596 △464

（1）長期借入金 3,201 3,175 △25

　　 負債計 3,201 3,175 △25

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 0

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入によ

る方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、そのほとんどが顧客のクレジットカード決済による売上代金の未収金でありま

す。敷金及び保証金は、主に店舗等の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信用リスクに晒されておりま

す。営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、クレジット会社以外の顧客への売上債権が発生した場合には、顧客ごとに期日管理及

び残高管理を行うとともに、主な顧客の信用状況を把握する体制をとっております。

　敷金及び保証金については、契約締結前に契約先の信用状況及び対象物件の権利関係などの確認を行う

とともに、契約先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。

②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が

含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価格が変動することがあります。

　2026年２月28日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

　※１　「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」及び「未払法人税等」については、現金

であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており

ます。

　※２「長期借入金」には１年以内返済予定の金額を含んでおります。

　※３　以下の金融商品は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「８．

金融商品に関する注記 (4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明」の表中には含めておりません。

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 ― 2,596 ― 2,596

資産計 ― 2,596 ― 2,596

長期借入金 ― 3,175 ― 3,175

負債計 ― 3,175 ― 3,175

(5) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2026年２月28日）

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等

適切な指標による利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
リユース事業

店舗 38,575 － 38,575

ＥＣ 6,995 840 7,836

その他 1,844 341 2,186

外部顧客への売上高 47,415 1,182 48,597

当連結会計年度
期末残高

返品資産 20

返金負債 56

契約負債 151

１株当たり純資産額 543.21円

１株当たり当期純利益 135.29円

９．収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2025年３月１日　至　2026年２月28日）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、レンタル事業、シス

テム事業、不動産事業等を含んでおります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関す

る注記　(3)会計方針に関する事項　⑥収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　返品資産、返金負債及び契約負債の残高等（単位：百万円）

契約負債は発行したポイントに配分された取引価格であり、ポイントが利用されることで収益

として認識されます。

また、返品条件付きで販売している商品については、顧客は返品権を有しているため、収益を

認識する際に返品されると見込まれる部分については収益を認識せずに、返金負債及び返品資産

を認識することとしております。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、

残存履行義務に配分した取引価格の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対

価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

10．１株当たり情報に関する注記
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場　所 用　途 種　類
減　損　損　失
（百万円）

群馬県 店舗 建物及び構築物、その他 42

埼玉県 店舗 建物及び構築物、その他 31

千葉県 店舗 建物及び構築物、その他 5

東京都 店舗 建物及び構築物、その他 36

神奈川県 店舗 建物及び構築物、その他 5

愛知県 店舗 建物及び構築物、その他 56

滋賀県 店舗 建物及び構築物、その他 21

大阪府 店舗 建物及び構築物、その他 72

合計 271

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

12．減損損失に関する注記

　当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。

　当社グループは、独立したキャッシュ・フローを生成する最小単位として、店舗を基本単位としてグルーピ

ングをしております。

　当該店舗は、共通費負担後の営業損益で営業損失が継続しており、割引前将来キャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を下回る店舗及び退店の意思決定をした店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（271百万円）として計上しております。

　その内訳は、建物及び構築物199百万円、その他72百万円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるため、零として評価しております。
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(2025年３月１日から
2026年２月28日まで)

株　　　主　　　資　　　本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金
その他資本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 906 841 23 865 7,157 7,157 △585 8,344

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △867 △867 △867

当 期 純 利 益 1,959 1,959 1,959

自己株式の取得

自己株式の処分 6 6 3 9

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

当期変動額 合 計 － － 6 6 1,092 1,092 3 1,102

当 期 末 残 高 906 841 30 872 8,250 8,250 △582 9,446

純 資 産
合 計

当 期 首 残 高 8,344

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △867

当 期 純 利 益 1,959

自己株式の取得 －

自己株式の処分 9

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

－

当期変動額合計 1,102

当 期 末 残 高 9,446

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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　個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式……………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のないもの………………移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品（個別バーコード管理商品）…個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（上記以外の商品）……………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

貯蔵品…………………………………最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………………定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては定額法。また、レンタル資産については定額法。なお主な耐

用年数は次のとおりであります。

建物 ３～34年

構築物 ３～20年

工具、器具及び備品 ２～15年

レンタル資産 ２年

無形固定資産…………………………定額法

のれんについては、その支出の効果の及ぶ期間（５年）に基づく定

額法を採用し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。

(4) 繰延資産の処理方法

株式交付費……………………………支出時に全額費用処理しております。

(5) 引当金の計上基準

貸倒引当金……………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権は個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………………従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年

度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金………………………役員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度

の負担額を計上しております。

株主優待引当金………………………株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度におい

て発生すると見込まれる額を計上しております。
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(6) 収益及び費用の計上基準

　当社はリユース事業を営んでおり、店舗における顧客への商品引き渡し時点において顧客が支配を獲

得し履行義務が充足されると判断しており、当該引き渡し時点で収益を認識しております。

　なお、当社は会員顧客向けのポイントプログラムを運営しており、付与したポイントは履行義務とし

て識別し、使用実績率を考慮して算定した独立販売価格を算定して取引価格を配分することで、契約負

債の金額を算定しております。契約負債は、ポイントの利用時及び失効時に取り崩しを行い、収益を認

識しております。

　また、返品条件付きで販売している商品については、顧客は返品権を有しているため、収益を認識す

る際に返品されると見込まれる部分については収益を認識せずに、返金負債及び返品資産を認識するこ

ととしております。

２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）、「包括利益

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 2022年10月28日）及び、「税効果会計に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日）を当事業年度の期首から適用しています。こ

れによる、計算書類への影響はありません。

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」等の適用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46

号 2024年３月22日）を当事業年度の期首から適用しております。

　なお、当事業年度においては、当該実務対応報告第７項の定めを適用しているため、グローバル・ミニマ

ム課税制度に係る法人税等を計上しておりません。

３．表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記

　当社が行った、計算書類作成における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、次のとおりでありま

す。

(1) 固定資産の減損

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産・無形固定資産・投資その他の資産の合計：9,323百万円

うちリユース事業に関する店舗資産の合計：3,005百万円

②　会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　連結注記表の会計上の見積りに関する注記に記載した内容と同一であるため、記載を省略しておりま

す。
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(2) 棚卸資産の評価

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

商品：6,020百万円

②　会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

　連結注記表の会計上の見積りに関する注記に記載した内容と同一であるため、記載を省略しておりま

す。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,340百万円

株式会社カインドオル 710百万円

株式会社ピックアップジャパン 164百万円

株式会社ＧＫファクトリー 150百万円

株式会社トレファクテクノロジーズ 40百万円

金銭債権 80百万円

金銭債務 59百万円

売上高 108百万円

仕入高 3百万円

販売費及び一般管理費 469百万円

営業取引以外の取引高 261百万円

５．貸借対照表に関する注記

(2) 偶発債務に関する注記

関係会社の金融機関からの借入金に対する保証

(3) 関係会社に対する金銭債権・金銭債務

（区分表示されたものを除く）

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

７．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び総数………普通株式　 906,591株
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繰延税金資産

未払事業税 50百万円

未払事業所税 18百万円

賞与引当金 155百万円

契約負債 37百万円

返金負債 17百万円

未払法定福利費 21百万円

減損損失 256百万円

資産除去債務 253百万円

棚卸資産 101百万円

その他 61百万円

繰延税金資産小計 973百万円

評価性引当額 △273百万円

繰延税金資産合計 699百万円

繰延税金負債

返品資産 △6百万円

資産除去債務に対応する資産 △99百万円

繰延税金負債合計 △105百万円

繰延税金資産の純額 593百万円

８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要因別の内訳
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種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
株式会社
カインドオル

所有
直接100.0％

債務保証
役員の兼任

債務保証 710 － －

子会社
株式会社
ピックアップ
ジャパン

所有
直接100.0％

債務保証
役員の兼任

債務保証 164 － －

子会社
株式会社
GKファクト
リー

所有
直接100.0％

債務保証
役員の兼任

債務保証 150 － －

子会社
株式会社
トレファクテ
クノロジーズ

所有
直接100.0％

債務保証
役員の兼任

債務保証 40 － －

子会社

Treasure
Factory
(Thailand)
Co.,Ltd.

所有
直接49.9％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
資金の回収

54
14

その他
流動資産
関係会社
長期貸付金

28

247

子会社
台灣寶物工廠
股份有限公司

所有
直接100.0％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 71
関係会社
長期貸付金 202

９．関連当事者に関する注記

子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．債務保証については、銀行からの借入につき行ったものであり、期末残高を記載しております。

なお、保証料は受け入れておりません。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

なお、担保は受け入れておりません。
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１株当たり純資産額 403.00円

１株当たり当期純利益 83.61円

場　所 用　途 種　類
減　損　損　失
（百万円）

群馬県 店舗 建物及び構築物、その他 42

埼玉県 店舗 建物及び構築物、その他 31

千葉県 店舗 建物及び構築物、その他 5

東京都 店舗 建物及び構築物、その他 36

神奈川県 店舗 建物及び構築物、その他 5

愛知県 店舗 建物及び構築物、その他 56

滋賀県 店舗 建物及び構築物、その他 21

大阪府 店舗 建物及び構築物、その他 72

合計 271

10．１株当たり情報に関する注記

11．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類の連結注記表「９．収益認

識に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。

12．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

13．減損損失に関する注記

　当社は以下の資産について減損損失を計上しました。

　当社は、独立したキャッシュ・フローを生成する最小単位として、店舗を基本単位としてグルーピングをし

ております。

　当該店舗は、共通費負担後の営業損益で営業損失が継続しており、割引前将来キャッシュ・フローの総額が

帳簿価額を下回る店舗及び退店の意思決定をした店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少価額を減損損失（271百万円）として計上しております。

　その内訳は、建物及び構築物199百万円、その他72百万円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるため、零として評価しております。
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